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第 11 回アジア中古車流通研究会のお知らせ 
第 11回 アジア中古車流通研究会 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター支援会 
 
2014年 11月 22日(土) 13時 
 
於 京都大学東京オフィス  





１．自己紹介         13:00-13:20 
 
２．報告          13:20-17:00 




□野村俊郎 (鹿児島県立短期大学 教授) 
   トヨタの新興国車 IMVのイノベーション 
－CE-Zが創造性と効率性を引き出す仕組み－ 
 
□塩地洋 (京都大学 教授) 





























時  間： 2014 年 11 月 28 日(金) 17:00－18：30  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1 階 001 演習室 
報告者： 徐 涛（北海学園大学経済学部教授）  
テーマ：「国進民退」は本当か 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第 3 火曜日に行います。2014 年度における開催
(予定)日は以下の通りです。  
 
前期：4 月 16 日（火）、 5 月 20 日（火）、 6 月 17 日（火）、7 月 22 日(火)  





















2014 年 11 月 29 日（土）13:00-15:00 
場所：吉田中央構内 法経東館 (3 階 311 教室）（下記 URL 地図 5 番のビル） 
http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/access/campus/map6r_y.htm 
アジア政経学会 2014年西日本大会 企画分科会 
「アジアにおける企業と経済開発―企業レベルデータによる計量的アプローチ―」共催 
 
司 会：厳善平 （同志社大学） 




「Entrepreneurial Human and Social Capital in Vietnam’s Small Businesses」 
報告 3：矢野剛 （京都大学） 
「Efficiency of Trade Credit and Bank Finances: An Ethnic Minority Area in China」 
言語：日本語（第 2 報告は英語） 
注：要旨・論文等は大会 website をご覧ください。 
http://www.jaas.or.jp/pages/convention/taikai-w.htm 
                                               
研究会幹事： 
東南アジア研究所 三重野 mieno-lab@cseas.kyoto-u.ac.jp 075-753-7311 


















1．「ASEAN大市場統合と日本」  深沢淳一・助田成也共著  文眞堂  2014年 10月 31日 
副題 ： 「TPP時代を日本企業が生き抜くには」 








求心力維持のため、アジア通貨危機発生直後の 1997 年 12 月にクアラルンプ





年 10 月の ASEAN 首脳会議である」と書いている。 
この本にもタイプラスワンへの記述が多く、そのきっかけを「1990 年代後




































だしカンボジアのシアヌークビル港 SEZ の記述などに、不正確な点がある。 
 
2．「ユヌス教授のソーシャル・ビジネス」  企画構成：加来耕三・原作すぎたとおる   


















































3．「私の死生観」  与謝野馨他著  角川 ONEテーマ 21  2014年 10月 10日 
著者 ： 与謝野馨・森本敏・三枝成彰・掘紘一・安藤和津・奥田瑛二・川島なお美 









































分かりやすく言えば、4 人のうち 3 人は本人の理想に沿って終焉を迎えた































































5．「老いの味わい」  黒井仙次著  中公新書  2014年 10月 25日 
帯の言葉 ： 「年齢とは常に初体験である」 
 































































うのが 20％、農家との契約による直送野菜が 30％です。 
 上海は人口が多いので、野菜、魚介類、肉、豆腐製品の生産は上海市





















































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11 月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12 月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6        14.1 
1 月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2 月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3 月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4 月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5 月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6 月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年             
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月  8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
